
 

＜報道発表資料＞ 

 

令和８年６月２６日 

京都市文化市民局共生社会推進室 

 

京都市附属機関等における委員の登用状況(令和７年度末時点) 

 

京都市では、第５次京都市男女共同参画計画（令 和 3 年 度 ～ 令 和 ７ 年 度 ）にお

いて、意思決定の場への男女の均等な参画を促進するため、設置する附属機関等 ※に

おける男女構成比の均衡の確保を推進施策に掲げ、「男女いずれの委員の登用率も３

５％以上である附属機関等の割合 ７０％」を目標として取り組んでまいりました。 

 この度、令和７年度末の委員の登用率を発表します。令和７年度は令和６年度から

約４．７ポイント上昇して過去最高となりました。 

 なお、第６次京都市男女共同参画計画（令和 8 年度～令和 12 年度）では「男女い

ずれの委員の登用率も４０％以上６０％以下」となるよう、取組を推進します。  

※ 附属機関（地方自治法第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、法律又は条例の定め
により設置しているもの）と懇談会等（行政運営上の参考とするため、市民や学識経
験者等から意見や助言を聴取し、又は意見交換を行うことを主な目的として、要綱等
に基づき開催する会合）の総称。 

 

〇 第５次京都市男女共同参画計画に掲げる、男女いずれの委員の登用率も３５％以上で

ある附属機関等の割合（目標数値７０％） 

  

  

  

 

＜参考＞ 

・ 女性委員の割合別 ※（ ）内は附属機関等の総数に占める割合 

女性委員の割合 
附属機関等数 

令和７年度末 令和６年度末 

 65％超  1（  0.5%）    4（ 1.9%） 

 35％以上 65％以下 168（78.9％）  155（74.2%） 

  1％以上 35％未満  44（20.7％）   50（23.9%） 

0％    0（ 0.0%）    0（ 0.0%） 

計 213 209 

令和７年度末 令和６年度末 

７８．９％ ７４．２％ 



 

・ 全附属機関等の委員総数に占める女性委員の割合 

令和 7 年度末 令和 6 年度末 

附属機関等 

総数 

委員 

総数 

うち 

女性 
登用率 

附属機関等 

総数 

委員 

総数 

うち 

女性 
登用率 

213 3,309 人 1,193 人 36.1% 209 3,275 人 1,161 人 35.5% 

 

・ 行政委員会の女性登用状況        

令和 7 年度末 令和 6 年度末 

委員会数 
委員 

総数 

うち 

女性 
登用率 委員会数 

委員 

総数 

うち 

女性 
登用率 

6（1） 48 人 14 人 29.2% 6（2） 47 人 12 人 25.5% 

 （ ）内は女性委員がいない委員会数  

 

＜添付資料＞ 

・ 局別集計表（資料１） 

・ 女性委員３５％未満又は６５％超の附属機関等一覧（資料２） 

 

＜お問合せ先＞ 

京都市文化市民局共生社会推進室 

電話：０７５－２２２－３０９１ 



総合企画局 8 0 0.0% 8 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

行財政局 18 0 0.0% 15 83.3% 3 16.7% 0 0.0%

文化市民局 33 0 0.0% 31 93.9% 2 6.1% 0 0.0%

産業観光局 17 0 0.0% 13 76.5% 4 23.5% 0 0.0%

環境政策局 8 0 0.0% 7 87.5% 1 12.5% 0 0.0%

保健福祉局 33 0 0.0% 19 57.6% 14 42.4% 0 0.0%

子ども若者はぐくみ局 10 0 0.0% 8 80.0% 2 20.0% 0 0.0%

都市計画局 24 0 0.0% 19 79.2% 5 20.8% 0 0.0%

建設局 6 0 0.0% 6 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

会計室 - - - - －

北区役所 4 0 0.0% 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

上京区役所 4 0 0.0% 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0%

左京区役所 4 0 0.0% 4 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

中京区役所 3 0 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0%

東山区役所 4 0 0.0% 3 75.0% 1 25.0% 0 0.0%

山科区役所 2 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

下京区役所 4 0 0.0% 1 25.0% 3 75.0% 0 0.0%

南区役所 3 0 0.0% 1 33.3% 2 66.7% 0 0.0%

右京区役所 2 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

西京区役所 4 0 0.0% 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0%

伏見区役所 4 0 0.0% 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0%

選挙管理委員会事務局 1 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

監査事務局 - - - - －

人事委員会事務局 - - - - －

消防局 - - - - －

交通局 1 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

上下水道局 1 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

教育委員会事務局 15 1 6.7% 14 93.3% 0 0.0% 0 0.0%

合　　計 213 1 0.5% 168 78.9% 44 20.7% 0 0.0%

※委員総数３名の附属機関等については、女性委員が1名以上登用されている場合は、登用率を35%以上とみなしています。

※35%以上65％以下（黄色セル）が目標達成の附属機関の数です。

1％以上35％未満 0%

局　別　集　計　表

局区等名

令和７年度末

附属機関等数
女性委員の割合

65％超 35％以上65％以下

資料１



女性委員３５％未満又は６５％超の附属機関等一覧【令和７年度末】

委員総数 うち女性 登用率

行財政局

1 京都市事務事業評価委員会 6 2 33.3%

2 京都市防災会議 55 13 23.6%

3 京都市国民保護協議会 45 7 15.6%

文化市民局

4 京都市交通安全対策会議 19 3 15.8%

5 京都市文化功労者審査会 9 3 33.3%

産業観光局

6 京都市中央卸売市場第一市場青果部取引委員会 9 1 11.1%

7 京都市中央卸売市場第一市場水産物部取引委員会 11 1 9.1%

8 京都バイオ計測センター運営会議 8 1 12.5%

9 京都市観光振興審議会 30 9 30.0%

環境政策局

10 京都市産業廃棄物資源循環推進会議 12 3 25.0%

保健福祉局

11 京都市障害者就労支援推進会議 36 12 33.3%

12 京都市指定難病審査会 15 3 20.0%

13 京都市保健所運営協議会 20 4 20.0%

14 京都市民生委員推薦会 12 3 25.0%

15 京都市国民健康保険事業の運営に関する協議会 20 6 30.0%

16
京都市高齢者施策推進協議会（京都市地域包括支援セ
ンター運営協議会）

29 9 31.0%

17 京都市介護認定審査会 573 177 30.9%

18 京都市感染症診査協議会 20 5 25.0%

19 京都市食の安全安心推進審議会 12 4 33.3%

20 京都市結核・感染症発生動向調査委員会 10 2 20.0%

21 京都市動物愛護推進会議 12 4 33.3%

22 京都市医療施設審議会 8 2 25.0%

23 京都市新型インフルエンザ等対策有職者会議 18 2 11.1%

24 京都市地域リハビリテーション推進会議 17 4 23.5%

子ども若者はぐくみ局

25 京都市小児慢性特定疾病審査会 9 3 33.3%

26 京都市桃陽病院の今後の在り方に関する検討会 8 2 25.0%

附属機関等名

資料２



委員総数 うち女性 登用率

都市計画局

27 京都駅前の再生に係る有識者会議 6 2 33.3%

28 「歩いて楽しいまちなか戦略」推進会議 20 5 25.0%

29 京都市雲ケ畑区域公共交通検討協議会 11 2 18.2%

30 京都駅八条口駅前広場エリアマネジメント会議 25 3 12.0%

31 京都市景観デザイン会議 20 4 20.0%

上京区役所

32 京都市上京区基本計画推進会議 47 9 19.1%

33 上京区明るい選挙推進協議会 8 2 25.0%

中京区役所

34 中京区明るい選挙推進協議会 7 2 28.6%

東山区役所

35 京都市「東山の未来」区民会議 37 11 29.7%

下京区役所

36 京都市下京区市民憲章推進者表彰審査会 7 2 28.6%

37 京都市下京区民まちづくり会議 58 7 12.1%

38 下京区明るい選挙推進協議会 10 2 20.0%

南区役所

39 京都市南区市民憲章推進者表彰審査会 7 2 28.6%

40 南区まちづくり推進会議 43 6 14.0%

西京区役所

41 京都市西京まちづくり区民会議 22 6 27.3%

42 京都市西京区地域力サポート事業補助金審査委員会 6 1 16.7%

伏見区役所

43 京都市伏見区基本計画推進区民会議 30 8 26.7%

44 京都市伏見区区民活動支援事業審査会 7 2 28.6%

教育委員会事務局

45 京都市立学校幼稚園要休養職員審査委員会 6 4 66.7%

附属機関等名


